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日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定） 

第Ⅰ．総論 
 ５.「成長への道筋」に沿った必要な主要施策例 
  （１）民間の力を最大限引き出す 

   ③コーポレートガバナンスを見直し、公的資金等の運用の在り方を検討する 
    （ⅲ）公的・準公的資金について、各資金の規模・性格を踏まえ、運用（分散投資の

促進等）、リスク管理体制等のガバナンス、株式への長期投資における 
      リターン向上のための方策等に係る横断的な課題について、有識者会議に 
      おいて検討を進め、提言を得る。         【本年秋までに結論】 
 
第Ⅱ．３つのアクションプラン 
 一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～ 
  ５．立地競争力の更なる強化 

   ⑥公的・準公的資金の運用等 
     公的年金、独立行政法人等が保有する金融資産（公的・準公的資金）の運用 
    等の在り方について検討を行う。 

     ○公的・準公的資金の運用等の在り方 
      ・公的・準公的資金について、各資金の規模や性格を踏まえ、運用（分散投資 
       の促進等）、 リスク管理体制等のガバナンス、 株式への長期投資における 
       リターン向上のための方策  等に係る横断的な課題について、有識者会議に 
       おいて検討を進め、本年秋までに提言を得る。 1 
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◎は座長 
（敬称略・五十音順） 2 



公的・準公的資金の運用・リスク管理等の高度化等に関する有識者会議 

報告書（平成25年11月20日公表） 【一部抜粋】 

Ⅳ エクイティ資産に係るリターン最大化 
 

    各資金が株式などのエクイティ資産に投資を行う場合には、長期投資を前提として 

   リターンの向上を目指す必要があり、その目的の範囲内においては、公的・準公的な 

   立場を有しているとしても、受託者として、運用受託機関を通じた投資先との緊密な 

   対話や適切な議決権の行使などが求められる。このため、各資金において、金融庁で 

   行われている日本版スチュワードシップ・コードに係る検討の結果等を踏まえた方針の 

   策定・公表を行い、運用受託機関に対して当該方針にのっとった対応を求めるべき 

   であるが、その一方で、各運用機関本体による過度な経営への関与や、一律の方針 

   設定に基づく形式的な議決権行使が行われないよう、留意が必要である。 

   そうした観点から、必要に応じて、投資先企業との良好な関係に基づく対話により持続的

な企業価値の向上を目指す運用受託機関への委託など（注）も考えられる。なお、財務的

な要素に加えて、非財務的要素である「ESG（環境、社会、ガバナンス）」を 

   考慮すべきとの意見もあり、各資金において個別に検討すべきものと考えられる。   

   （注）我が国において、企業の経営実態を的確に把握し、適切なガバナンスの下で 

     運営される議決権行使助言会社を利用可能な環境が整った際には、その活用も 

     考えられる。  
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